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１ 本書について 

客観的な視点での意見、評価が必要であると判断し選定した８事業に対

して、平成 28 年 10 月 13 日（木）、14 日（金）に東浦町行政評価外部評

価を実施しました。 

本書は、その際のご意見などを取りまとめた「東浦町行政評価外部評価

実施結果報告書」を受け、町の方針及び対応を掲載しています。 

 

 

２ 外部評価実施結果に対する町の方針について 

行政評価外部評価委員からいただいた貴重なご意見に対しまして、町の

考え方として、今後どのように対応させていただくのかという町の方針を

示し、改善できるもの、予算措置が必要なものなどについてはその内容を

掲載しました。 

今年度外部評価を実施した以下の事業について、次ページより掲載して

います。 

外部評価対象事業 

事業 

番号 
外部評価事業名 担当課 

１ 図書館資料購入事業・図書リサイクル関係事業 図書館 

２ 中学生海外派遣補助事業 学校教育課 

３ 提案事業・まちづくり実行委員会 協働推進課 

４ 雨水貯留浸透施設設置支援事業 土木課 

５ 資源ごみ回収及び処分事業 環境課 

６ 老人クラブ補助事業 福祉課 

７ 健康増進事業 健康課 

８ 不妊治療費補助金交付事業 保険医療課 
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事業番号 １ 基本事業の方針 図書館活動の充実 

個別事業名 
図書館資料購入事業・図

書リサイクル関係事業 
担当課 図書館 

 外部評価委員からの意見 意見に対する町の方針 

１ 

入館者数、話題性だけを追わず、

図書館の目指す姿、特色をはっきり

させて、みんなから「東浦町の図書

館は○○」と表現してもらえるほど、

さらに親しまれる図書館にして欲し

い。 

中央図書館の利用の停滞が続いています

（入館者数は横ばい）。新しい利用者を増や

すため、平成 26 年度からコンサートや各種

講座などに力を入れる試みをしています。そ

のような件からも、住民（利用者）が求める

東浦町の図書館の特色を模索し、親しまれる

図書館運営を考えています。 

 

【具体的な取組】 

・よむらびコンサートの実施 

・紙芝居講座の実施 

・ビブリオバトル入門講座の実施 

 

２ 

図書館は民間委託などの事例もみ

られるが、町直営で地域の図書館と

して、また、近隣自治体との連携を

図りながら継続していくことも求め

られる。そのための図書館資料購入

等の事業予算は確保すべきである。 

利用者が中央図書館に求めるものとして、

新刊図書の充実は欠かせません。また、利用

回数が多く汚損の著しい本については買替

も必要になってきます。そのためにも、図書

館資料購入等の予算の確保は必要であると

考えています。 

また、資料の相互貸借などを通じて、近隣

市町との連携も今以上に図っていきます。 

 

【具体的な取組】 

・東海北陸ブロックとの相互貸借の協力 

（県内、三重県、岐阜県、福井県、石川県、富山県） 

 

３ 

図書館の役割として、外部経済的

効果を考えれば、幅広い分野の蔵書

を有する必要性について疑う余地は

ない。しかしながら、近年のＩＴ技

術の発達と情報リソースへのアクセ

スの容易さを考えたとき、図書館の

役割を改めて問う必要がある。すな

図書館資料については、偏りがないように

複数の職員（司書）で選書し、購入をしてい

ます。また、住民（利用者）からのリクエス

トについて、購入または購入が難しい資料の

場合は、他館からの借受（相互貸借）にて対

応しています。 

資料の電子化については、本を開く感覚を
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わち、全国平均的な図書館サービス

の提供ではなく、地域住民のニーズ

に対応したサービスが求められる。

本業の方針としては、希少本以外の

資料については、積極的に住民へ無

償提供するとともに、蔵書スペース

確保のために、過去ナンバーの雑誌

などは電子化していく必要があろ

う。その上で、住民のニーズに合っ

た図書資料の購入を行うべきであ

る。 

大切にしてほしいと思っていますので、今す

ぐの導入は考えておりません。また、雑誌の

電子化についても蔵書スペース確保の問題

はありますが、著作権の問題もあり、将来の

検討要件であると認識しています。 

 

【具体的な取組】 

・Free Wi-Fi（無料公衆無線 LAN）の導入 

４ 

本事業は住民の関心も高く、利用

者が多いことが紹介された。蔵書冊

数は増加しており、リサイクル譲渡

率も近年上昇している。これ以上リ

サイクルのための本の数を増やすこ

とは蔵書を減らすことでもあり、望

ましいものとはならない。 

指標について、図書館入館者数と

なっているが、リサイクル譲渡率や

購入点数の方が適切だろう。 

図書資料の購入点数、リサイクル本の譲渡

率、本の貸出数などの指標に変更していきま

す。 

本のリサイクルについては、施設の規模

（蔵書能力）や購入と除籍のバランスを考え

て行っています。 

 

【具体的な取組】 

・本のリサイクルフェアの実施（４月・11

月） 

・雑誌のリサイクルフェアの実施（６月） 

 

５ 

図書館全体の評価として、地域の

特色のある図書館を目指すべきとい

うことができる。大学の専門的図書

館と違い、地域住民のための図書館

として、地域の子育て世代の利用に

供するという側面を重視する必要が

ある。施策評価表にもあるように、

「ティーンズや子どもの読書活動を

推進し、子育て推進のまちにふさわ

しい取組」の観点から再検討するこ

とで実現できよう。 

中央図書館には「本の貸出・閲覧」の他に、

近年は生涯学習としての居場所「交流の場」

としての場の提供も求められてきています。 

子育て支援日本一のまちを目指す東浦町

としては、子どもの読書活動の推進や子育

て・育児に関する資料の充実も含め、すべて

の年代にとって居心地のよい『居場所』とな

ることを目指していこうと考えています。 

利用の少ない 10 代（ティーンズ層）をタ

ーゲットに、ティーンズコーナーの導入を検

討していきます。 
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６ 

図書リサイクル関係事業について

は、対象の本の数を増やすためにも、

不要になった本を持ち寄り、交換会

として加えていくことを考えても良

い。近所に古本屋があるということ

で「民業圧迫」という面もあるが、

イベントとして行われる分には問題

ない。問題があれば、量を調整して

いけばと考える。蔵書の拡大は財源

のかさむことであり困難な課題では

あるが、中古図書の購入なども含め

工夫し増やしていくことを考えて欲

しい。 

図書のリサイクル事業としては、図書館で

除籍された本に加え、寄贈でいただいたが図

書館の蔵書とならなかった本も利用者に広

く提供しています。 

施設の規模からも蔵書数には限りがあり

ます。購入と除籍の均衡をはかりながら、充

分な蔵書を取り揃えていきたいと考えてい

ます。 

中古図書については、状態の確認や購入経

路が確保できないことから、寄贈本の受入の

みと考えています。 

 

【具体的な取組】 

・図書資料の購入（年間 4,700 冊） 
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事業番号 ２ 基本事業の方針 学校教育の充実 

個別事業名 中学生海外派遣補助事業 担当課 学校教育課 

 外部評価委員からの意見 意見に対する町の方針 

１ 

事業開始から 20 年近く経過して

おり、事業開始当初と経済社会的背

景が異なるため、当該事業の必要性

については、現在の経済社会状況を

踏まえた上で、改めて議論する必要

がある。本事業を継続的に行ってい

くためには、可能な限り利用者への

追跡調査を実施し、事業成果につい

て、住民に丁寧に説明する必要があ

ろう。また、外国人講師による語学

学習がインターネットを通じて低価

に受講できる状況を考えれば、渡航

後のプログラムとして現地語学学校

における語学学習以外のプログラム

を考慮する必要がある。 

平成 29 年度より、中学生海外派遣事業に

参加し 10 年経過した生徒を対象に、アンケ

ート調査をし、その後の状況について調査を

行い、事業の必要性を検証します。また、プ

ログラムについては、毎年、仕様書を作成す

る中で業者と打合せを行い、見直しを行って

おります。今後も、生徒の安全を考えながら、

充実したプログラム内容になるよう検討し

ていきます。 

 

【具体的な取組】 

・アンケート調査の実施 

（10 年経過する生徒を対象に毎年） 

・プログラム内容の検討（毎年） 

２ 

若い世代が異文化を体験すること

は素晴らしい効果があり、全く否定

すべき点ではないが、自己負担の３

倍もの公費を投入し、ほんの一部の

住民のための事業を行う場合、より

慎重な仕組みをつくる方が良いので

はないか。公費が大きいとはいえ自

己負担が大きいこともあり余裕のあ

る世帯向けサービスになっていると

みられる。参加者の多くが海外旅行

などの経験があるようでそうした子

どもたちにとってさらなる 10 日間

程度の旅行の意味が極めて大きいの

かどうか検証する必要がある。 

【点検すべき点】 

（１）プログラムに特徴がない。現

地の中学校に行って交流するな

どを含めてはどうか。スポーツ

（１）本事業は、夏休み期間を利用して実施

しています。夏休みということもあり、

現地の中学校も休業中であるため、交流

は難しいと考えます。また、プログラム

については、仕様書を作成する中で業者

と打合せを行い、見直しを行っていま

す。（３）にもありますが、派遣国、価

格や派遣人数も合わせて、毎年、実施委

員会で見直しをしていきます。 

（２）自己負担額の所得区分による差につい

ては、今後、実施委員会の中で導入を検

討していきます。 

（３）派遣国、価格や派遣人数も合わせて、

毎年、実施委員会で見直しをしていきま

す。 

（４）外国人英語指導業務において、給食や

行事などを活用し、異文化交流を図って

いますが、さらに多くの生徒が異文化と
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交流などで、言葉がすべてでな

いことも分かると思う。 

（２）資金に余裕のある世帯向け事

業となっていないかどうか。所

得によって自己負担額に少しず

つでも差をつける、低所得世帯

の自己負担額をかなり少なくす

る、などが考えられる。 

（３）派遣国はこれでよいか。価格

や派遣人数の観点からの見直し

をお願いしたい。 

（４）異文化とのふれあいの方法は

海外派遣ばかりではない。既存

の外国人英語指導業務の充実と

仕事内容の再検討、内外中学生

の相互交流、国内の異文化体験

の仕組みなど、他に方法がない

か、本事業の縮小も含めて検討

を求めたい。 

（５）派遣後の子どもたちがどのよ

うにこの体験を経て国際性を本

物としていったか、その後を検

証できるかどうか。公費を投入

している以上必要と考えるが、

可能であれば検討して欲しい。 

ふれあうことができるよう、実施委員会

の中で検討していきます。 

（５）派遣後 10 年経過した生徒を対象に、

アンケート調査をし、その後の状況につ

いて調査を行い、事業の効果や必要性を

検証します。 

 

【具体的な取組】 

・アンケート調査の実施 

（10 年経過する生徒を対象に毎年） 

・プログラム内容の検討（毎年） 
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事業番号 ３ 基本事業の方針 協働事業の推進 

個別事業名 
提案事業・まちづくり実

行委員会 
担当課 協働推進課 

 外部評価委員からの意見 意見に対する町の方針 

１ 

これからの時代、協働事業の必要

性はみなが分かっていることだとは

思うが、実際は時間や気持ちに余裕

のない方も多く、既にボランティア

活動（コミュニティ活動）をしてい

る方たちにさらに協力をしていただ

くことになってしまうことが多い。

これではいつかは立ち行かないこと

になってしまうと思う。 

住民の方自らが継続的に地域づくりを行

うためには、そこに関わる人材を確保してい

くことが重要ですが、地域とのつながりの希

薄化や多様なライフスタイルがみられる今

日では、新たな担い手を確保することに大変

苦慮しています。 

関われる人が、関われる範囲内で地域づく

りに参加するなど、社会の変化に対応した考

え方を持たなければならないと感じていま

す。 

行政としては、コミュニティ事業を見直す

ことやコミュニティに関わる方の範囲など

これからのコミュニティのあり方について、

地域の方々と一緒に考え、住み良い地域づく

りのために支援をしていきます。 

 

【具体的な取組】 

・コミュニティ会長会議でコミュニティのあ

り方を協議 

 

２ 

地域課題を住民のみなさん自らが

洗い出すことを事業の目的としてい

るものの、洗い出す年齢層はいつも

偏りがちである。その年齢層の方に

とって住みやすいまちが必ずしも住

民にとって住みやすいまちとは限ら

ないはずだ。様々な世代や職業の視

点から考えることで新たな課題点が

見つかり、より本当の住みやすいま

ちに近づくのではないだろうか。 

 課題解決への取組には、ＰＴＡ及び子ども

会の子育て世代や婦人会を始めとした女性

も参加しており、地域の子どもが一緒に取り

組んだ事例もいくつかあります。 

 今後も、様々な世代や女性の方が取組に関

わり、住み良い地域づくりを行っていけるよ

う支援していきます。 

 

【具体的な取組】 

・コミュニティ会長会議でコミュニティのあ

り方を協議 
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３ 

まちづくり実行委員会の事業は規

模が小さく、協働推進事業のなかで

どのように位置付けられているのか

ということを前提として考えなけれ

ばならない。 

 これからのコミュニティの役割は、イベン

ト等によりふれあいを創出することよりも、

住み良い地域にするための活動へと役割が

変化してきています。 

 まちづくり実行委員会は、コミュニティの

一部の組織であり、地域課題を解決するため

の取組を行う組織です。提案事業は、その活

動の初動期に必要な費用を支援するための

ものであり、将来的にはコミュニティ全体

で、地域を良くするための活動が行われるよ

う推進していきます。 

 

【具体的な取組】 

・コミュニティ会長会議でコミュニティのあ

り方を協議 

 

４ 

ソーシャル・キャピタルが地方政

府の統治パフォーマンスを高めると

仮定すれば、地域社会基盤維持のた

めに、自治会などのコミュニティ組

織に行政的な役割を担わせることは

大いに意義がある。しかしながら、

本事業のようなコミュニティ活動の

支援事業が政府の財源不足を理由に

行われているのであれば、地方政府

が提供すべき公共サービスをコミュ

ニティに単に負担させているにすぎ

ない。このため、補助金政策だけで

なく、コミュニティ活動への参加を

促す啓蒙活動を積極的に行い、なぜ

住民自らが地域づくりを行っていく

ことが重要であるかを丁寧に説明し

ていく必要がある。 

 財政的な支援以外では、主に各地区コミュ

ニティセンターの職員（非常勤職員含む）が、

コミュニティ活動の支援を行っています。 

また、町ホームページや広報誌の他、地区

ごとに発行する情報誌によりコミュニティ

事業の紹介などを行っていますが、本年度か

らは、65 歳成人式時にコミュニティ活動の

紹介を行い、活動への参加を呼びかけていま

す。 

なお、現時点ではまちづくりの話し合いの

場やボランティアに関する講座などの開催

により、住民自らが地域づくりを行う重要性

について、意識の共有を図っているところで

す。今後も機会を捉えて丁寧に説明していき

ます。 
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５ 

協働推進のため、まちづくり実行

委員会の活動支援を行っている。今

後の自治の発展に向け、重要な事業

であるとの認識は、外部評価委員の

中で共有されたようである。ただ、

まちづくり実行委員会のメンバーが

コミュニティ役員を兼ねているケー

スが多く、メンバーに疲弊感が漂っ

ていることが紹介された。まちづく

りメンバーの固定化は、高齢化との

関係、ベッドタウンの宿命ともいえ

る問題である。住民主体の活動に対

する住民の協働意識の醸成、お年寄

りと若者をどう取り込むかの課題は

明らかである。まずは、役場の職員

から、一勤労者として参加をお願い

したいとのご意見は興味深い。 

まちづくり実行委員会の活動をより多く

の方に知っていただき、幅広い世代の方々に

活動へ関わっていただけるよう、コミュニテ

ィと行政が一体となってまちづくり実行委

員会の活動を推進していきます。 

また、地域の活動に積極的に参加している

役場の職員はいますが、今後、更に地域に貢

献する職員が増えて行くよう意識の醸成を

図っていきます。 

 

【具体的な取組】 

・町ホームページ及び広報紙での活動の紹介 

・職員の協働研修の実施 
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事業番号 ４ 基本事業の方針 雨水対策の強化 

個別事業名 
雨水貯留浸透施設設置支

援事業 
担当課 土木課 

 外部評価委員からの意見 意見に対する町の方針 

１ 

雨水を貯めていくことで期待され

ている効果は分かったが、実際に効

果のあった事例が挙げられなかっ

た。いくつかの事例を提示すること

で住民の危機意識や協働性が高まり

設置件数も増えるのではないだろう

か。また、住民が理解しやすいＰＲ

が必要だと思う。 

 

 設置数や浸水被災の経年変化の掲載、ある

いは雨水貯留浸透施設の設置者に利用例や

設置例等をレポートしていただき、ホームペ

ージや広報で紹介することなどを検討しま

す。 

 

【具体的な取組】 

・設置者に利用例や設置例等のレポート紹介

を依頼 

 

２ 

事業の取組自体重要であることは

分かるが、事業規模が小さく実際の

効果は疑問。事業目的からすれば継

続するという方向ではあろうが、町

が全額負担する、広報で住民に重要

性を周知するなど、もう少し効果的

な内容とする余地はあるのではない

か。 

 

 １件当たりの貯留量による事業効果は限

定的ではありますが、浸水被害対策の重要性

の周知を図り継続することで事業効果も高

くなると考えています。今後、貯留量等の指

標の設定を検討します。 

 また、一定の自己負担は過大な施設の設置

を防ぐ点からも必要と考えており、負担率は

近隣市町ともほぼ同様であり現状で妥当と

考えています。 

３ 

雨水貯留浸透施設の設置理由は、

市街化の進展により、農地や雑木林

などの雨水が地中に浸透する土地の

面積減少にある。すなわち、本事業

は「都市型水害」対策として推奨さ

れている事業であり、東浦町におい

て事業を継続していく上では、当町

における「都市型水害」の発生の可

能性と被害の推定といった調査・分

析を継続し行うべきである。仮に「都

市型水害」の発生可能性が他地域よ

り高く認められた場合は、メンテナ

ンス費用の支援までも含めて積極的

に雨水貯留浸透施設の拡充を目指す

都市化の進展が著しい境川・猿渡川流域で

は、平成 24 年４月１日に特定都市河川流域

の指定をし、流域での連携を強化し浸水被害

対策を実施しています。また、他の地域にお

いても集中豪雨等により浸水被害が発生し

ており、対策の実施が必要です。 

費用の面において、メンテナンス費用はポ

ンプ運転の電気代程度であり、また、設置さ

れた雨水貯留施設は個人の財産でもあるた

め、メンテナンス費用の支援までは現在のと

ころ考えておりません。 
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必要がある。 

４ 

洪水対策としての効果について

は、それなりにあるようである。た

だ、大型台風の直撃など危機的な天

候に伴う災害が生じた場合に対する

効果については、必ずしも明確では

ない。他の自治体の取組状況の影響

も受けるため広域的な取組がより重

要である。 

田んぼダム、公共施設や大規模施

設での対応、効果の方が大きいよう

に感じた。また、太陽光発電による

日頃の電気代削減効果のようなもの

もあるわけでなく、住民に理解を得

るのはかなり困難に思える。それで

も、少しでも効果を求めるのであれ

ば、ＰＲでメリットをよりわかりや

すく説明するとともに、イベントな

どで楽しい日曜大工といった部分が

あるならば、それを強調しても良い

と思う。 

 雨水貯留槽を日曜大工により自分で設置

する方が、平成 27 年度２件、平成 28 年度４

件と近年増加傾向にあります。その方々に設

置例や利用例等をレポートしていただき、ホ

ームページや広報で紹介することなどを検

討します。 

 また、雨水貯留槽をコミュニティセンター

に設置し、有効性を町民にＰＲするととも

に、今後も産業まつりや境川流域総合治水活

動などでＰＲをし、普及を図っていきます。 

 

【具体的な取組】 

・設置者に利用例や設置例等のレポート紹介

を依頼 

・雨水貯留槽をコミュニティセンターに設置 
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事業番号 ５ 基本事業の方針 
ごみの減量化・資源化の

推進 

個別事業名 
資源ごみ回収及び処分事

業 
担当課 環境課 

 外部評価委員からの意見 意見に対する町の方針 

１ 

評価指標に関し、ごみ総量に対す

る資源ごみの割合は見直しが必要で

はないか、総量を削減することを目

標とすることも必要である。 

事業の内容に関して、回収方法に

ついて改善の余地はないかをコスト

を含めたシミュレーションを試みた

上で検討して欲しい。 

もやすごみや最終処分場に埋め立てるご

みを減らすため、本事業ではごみの総量に対

する資源ごみの割合である資源化率を指標

としていますが、資源化率だけでなく、ごみ

の減量に関する指標も掲載するようにして

いきます。 

また、白色トレイの単独回収を廃止し平成

27 年度からプラスチック製容器包装として

回収するなど、コスト削減を図っており、今

後も改善に努めます。 

２ 

「資源ごみ回収及び処分事業」に

ついては、今後も積極的に推進して

いく必要があろう。ただし、排出者

からみればゴミの分別行為は一種の

潜在的コストであるため、資源ゴミ

の回収率を上昇させるには、排出者

の潜在的コストを軽減させるような

措置を行うべきである。例えば、資

源回収処分によって生じた利益をコ

ミュニティ推進協議会だけではなく

住民個人に還元できるような仕組み

をつくることも可能だろう。 

ごみの分別収集には住民の協力が不可欠

であり、生じた利益をコミュニティ推進協議

会に還元しています。個人への還元について

は考えておりませんが、コミュニティ推進協

議会への還元の仕組みについてのＰＲ強化

に努め、資源ごみの回収率の向上を図ってい

きたいと考えています。 

コミュニティ推進協議会への交付金につ

いては、より有効に活用していただけるよ

う、平成 26 年度に使途などについて見直し

を行いました。 

 

【具体的な取組】 

・コミュニティ推進協議会への還元の仕組み

について平成 28 年 10 月 1 日号の広報へ掲載 

・各コミュニティによるＰＲ強化 
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３ 

コストについて委託費部分だけを

取り上げているため、知多半島各自

治体の中で、特にコストがかかって

いるようにみえる。他の自治体とは、

直営か否か、クリーンセンターがあ

るか否かなど、条件の違いがあり、

比較がしづらい。事業全体のコスト

として他の見せ方を検討すべきだろ

う。 

資源ごみ回収については、自治体によって

様々な形態があり、品目も異なるため、他の

自治体とコスト比較することは非常に困難

です。事業評価単位も含め検討していきま

す。 

 

４ 

ごみの中でできるだけ多くの部分

を資源ごみとしたいということで、

ごみ排出量に占める資源ごみ量を指

標としている。しかし、相対的に資

源ごみ量が増えてもごみの排出量そ

のものが大きくなってしまっては困

るわけで、ごみ排出量、あるいは資

源ごみ以外のごみ排出量などを指標

に加えた方がより分かりやすく、目

標にマッチしているといえる。人口

動向との関係があるとすれば、人口

一人当たりのごみ排出量という観点

も必要である。 

施策全体としてごみの減量化、資源化の推

進をしているため、ごみ排出量に占める資源

ごみの割合だけでなく、ごみの減量に関する

指標も設定していきます。 

なお、第５次東浦町総合計画においても住

民一人あたりのごみ排出量の減少を成果指

標としています。 

５ 

「回収回数を多くするから捨てる

ことに躊躇なくごみを出すのでは」

という意見に対し、「回収回数が少な

くなると不法投棄や他種のごみに紛

れる」とのご回答であった。事業コ

ストとの関係もあるので、このあた

りは検証する価値はあると思う。 

ごみの回収回数を増やせばコストは増加

し、回数を減らせば、コストは減少します。

家庭でのごみの保管やごみステーションの

使用状況などを考慮した中で回収回数を設

定しています。今後は、ごみ減量を考える中

で回収回数の検討も行っていきます。 
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事業番号 ６ 基本事業の方針 
高齢者の社会参加と生き

がい活動の推進 

個別事業名 老人クラブ補助事業 担当課 福祉課 

 外部評価委員からの意見 意見に対する町の方針 

１ 

会員数が減っているから、といっ

て安易に縮小や廃止をすることは、

行政のすることではありません。住

民にとって良いと思うことは信念を

持って実施・ＰＲをして欲しい。現

在加入している方たちの生きがいに

なっているのならば今までどおりの

事業で良いと思う。 

引き続き老人クラブ活動に対する補助を

行い、高齢者の生きがいづくり及び地域貢献

活動を推進するとともに老人クラブの活動

をＰＲし活性化を図っていきます。 

 

【具体的な取組】 

・地区回覧板を利用した活動報告チラシの作

成と周知 

 

２ 

高齢者は増えているはずなのに、

どうして老人クラブの会員数は減っ

ているのか、その理由を模索してみ

ると、対象年齢を 60 歳以上と一括り

にしてしまっているためではないだ

ろうか。年齢別の老人クラブも検討

してみても良いと思う。世代間交流

も生まれ、より魅力的な老人クラブ

になるように感じた。 

老人クラブ内では親睦などの活動も盛ん

に行われ、世代間交流も行われています。し

かし、60 歳代の方は「老人」クラブという

名称に抵抗が少なからずあると聞いていま

す。名称を年代ごとに分けたクラブを創設す

ることなども今後の団体のあり方の１つで

はないかと考えています。 

 

【具体的な取組】 

・会員の意見を聞いて今後のあり方を話し合

う 

 

３ 

世代間交流ができるように他の施

策とともに改善する必要性はあるの

ではないか。また、クラブ活動をＰ

Ｒすることも必要となる。 

現在、福祉施設でコーラスなどを披露し、

社会参加活動を開始している地区もあるこ

とから、福祉施設からコーラスなどの依頼が

あれば、参加できるような仕組みをつくるこ

とも考えていきます。また、多世代が集まる

コミュニティの運動会やまつりに実行委員

という形で携わり、多世代交流ができればよ

いと考えます。 

65 歳成人式において、老人クラブの活動

を紹介し 60 歳代の会員を募集しています。

クラブ活動をＰＲする際や名称を年代ごと
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に分けたクラブを創設する場合、名称を募集

することなどもＰＲのひとつになるものと

考えます。 

 

【具体的な取組】 

・会員の意見を聞いて今後のあり方を話し合

う 

・地区回覧板を利用した活動報告チラシの作

成と周知 

 

４ 

本事業のような老人クラブの活動

助成については、高齢化が進展して

いる現代において、高齢者が健康で

あることが、社会的コストの削減に

つながることを住民に対して丁寧に

説明する必要がある。補助金などの

直接的な支援を受けない者たち、と

りわけ、若年層への説明が重要とな

ろう。本事業に対して、地域住民か

らの租税が充てられている以上、老

人クラブの社会的活動のＰＲを通じ

て、老人クラブとは無関係である者

も間接的に社会的便益を受けている

という事実を住民に周知させる必要

がある。 

保育園や小学校の子どもたちとの世代交

流活動や見守り活動などを始めとした老人

クラブの活動を若者世代へさらにＰＲして

いくべきと考えます。また、若者世代は紙媒

体よりも電子媒体の方が身近に感じられる

場合もあるため、facebook なども活用した

ＰＲを考えていきます。 

 

【具体的な取組】 

・クラブ活動報告を facebook に掲載 

 

５ 

高齢者の社会参加といきがい活動

の推進という基本事業の方針から考

えれば、他の事業を含めた施策全体

の中で位置付けるべきである。 

60 歳以上が老人クラブ対象年齢

ということであるが、実際は 70 代中

心、90 代のメンバーもいる。60 歳代

と 80 歳代、90 歳代では親子ほどの

年の違いがあり、このあたりの世代

間交流、高齢者間交流という観点が

出された。年金や医療など財政負担

との関係から、世代間対立の様相が

60歳代や 70歳代で元気なクラブ会員が 80

歳代や 90 歳代でなかなか活動できないクラ

ブ会員のお宅を訪問するなど、交流と見守り

を兼ねた活動を推奨していきたいと考えま

す。今後、地域包括ケアシステムを構築して

いくうえで老人クラブは地域をつなぐ重要

な団体になると考えています。 

現在、福祉施設でコーラスなどを披露し、

社会参加活動を開始している地区もあるこ

とから、福祉施設からコーラス等の依頼があ

れば、参加できるような仕組みをつくること

も考えていきます。また、多世代が集まるコ
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報道されていることもあり、こうし

た状況をどう防いでいくかも重要な

テーマとなる。元気で地域に貢献す

るお年寄り、そうした事業に対し若

い世代から感謝の気持ちが生じてく

るようなイベントや取組が必要とな

る。 

ミュニティの運動会やまつりに実行委員と

いう形で携わるとともにゴルフや将棋など

多世代交流のしやすいイベントを企画でき

ればよいと考えます。 

 

【具体的な取組】 

・いきがいとやりがいのある地域への支えあ

い活動を支援する 
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事業番号 ７ 
基本事業の

方針 

健康づくり活動の推進   

病気の早期発見・予防の推進 

個別事業名 健康増進事業 担当課 健康課 

 外部評価委員からの意見 意見に対する町の方針 

１ 

子どもが小学校に入学した 35 歳～

50 歳くらいの専業主婦の方の健康診

断などについても力をいれてもらえ

たらと思う。 

40 歳以上の方についての健康診断は、医

療保険者の役割として法律に基づき実施し

ています。39 歳以下の方については法的な

規定がなく健診を受ける機会がないため町

独自で実施しています。 

 

【具体的な取組】 

・成人健康検査（18 才～39 才）を 10 月に

実施 

 

２ 

本事業は高齢者向けの事業のよう

に感じた。しかし、生活習慣病の中に

は、加齢に伴うものも当然あるが、子

どものころからの生活習慣の積み重

ねが病状の進行に深く関与している

ことから、対象者を高齢者としてしま

うのは少し目的に反しているように

思えた。 

健康増進事業は、原則 20 歳以上を対象に

実施しています。また、小学生に対して喫

煙防止教室や歯磨き教室などの事業も健康

増進として行っています。 

 

【具体的な取組】 

・小中学生を対象とした喫煙防止教室や歯

科教育を実施 

 

３ 

事業の必要性はだれも認めるとこ

ろであり評価できるが、評価指標とし

てなにを用いるか、より工夫が必要で

はないか。アンケート結果などを加え

ても良いと思う。 

評価項目として行動変容を確認するた

め、事業参加者に対し参加前後にアンケー

トを実施しています。 

４ 

疾病予防を目的とした住民の健康

増進事業の評価指標としては、本来、

事業別にどの程度の予防効果があっ

たのかを測定する必要がある。ただ

し、個人情報の取り扱いや医療機関と

の連携といった課題があるため、指標

の設定に制限があることも事実であ

る。そこで、指標評価を事業への参加

各事業の有効年齢層を考慮した参加率の

目標設定を行うことによって、評価がしや

すくなるとともに事業の質の向上に繋がる

と考えます。評価指標の一つである健康増

進事業への参加率を、世代ごとの比率とす

ることを検討していきます。 
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率とした場合には、少なくとも、各事

業の特性（参加の容易さ、事業の有効

年齢層）を考慮した参加率の目標設定

を行う必要があろう。例えば、高齢者

の介護予防や健康づくりに効果が高

いと思われる事業については、60 歳

以上の参加率を評価指標とするなど

の工夫が必要となる。また歯科検診や

歯科相談の事業では、小学校において

同様の検診があるため、未就学児童の

参加率といった設定も可能であろう。 

５ 

健康増進事業への参加率（20 歳以

上人口比率）が指標となっているが、

実際は、多くが高齢者ということであ

る。勤めている方が多い地域で現役世

代の健康管理は勤務先の仕事なので

当然ともいえる。高齢者に占める比

率、あるいは世代毎の比率にした方が

分かりやすいといえる。 

健康づくり同好会への参加を促す

ことは、コミュニティの人間関係、高

齢化対策としても良い影響がある。検

証についてはなかなか難しいが、健康

増進事業の進展はかなり効果が高い

とみられる。 

各事業の有効年齢層を考慮した参加率の

目標設定を行うことによって、評価がしや

すくなるとともに事業の質の向上に繋がる

と考えます。評価指標の一つである健康増

進事業への参加率を、世代ごとの比率とす

ることを検討していきます。 
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事業番号 ８ 基本事業の方針 児童福祉医療助成の充実 

個別事業名 
不妊治療費補助金交付事

業 
担当課 保険医療課 

 外部評価委員からの意見 意見に対する町の方針 

１ 

治療を受けた方の報告義務がない

ため、成果の把握が難しい。補助事

業であるため、追跡調査は難しいか

もしれないが、アンケート調査など

をすべきだと思う。正確な成果の把

握につながると良いと思う。 

補助申請者へ制度についてのアンケート

（補助対象とする治療の範囲、補助対象額な

ど）を行い、事業内容を見直すとともに成果

の把握や効果などを検証しながら、引き続き

子どもを産み育てやすい環境づくりを行い

ます。 

 

【具体的な取組】 

・補助申請者へ制度についてのアンケートを

実施 

２ 

不妊治療に対する政府の経済的支

援については、出生率の回復を目指

す国の政策の一環として位置付けら

れており、高齢になってからの出産

を望む方が増えてきている現在、少

子高齢化対策として本事業の重要性

が増していることは、誰もが認める

ところであろう。自治体が不妊治療

への助成を行うに当たっては、地域

住民による租税収入をその財源とす

る以上、受給者以外の住民の理解を

得る必要がある。このため、受給者

に対する追跡調査などによって、在

住者や世帯数の増加に対する本事業

の寄与や有用性を、住民に丁寧に説

明していく必要がある。もっとも、

不妊治療に対する経済的支援を国が

少子化防止への重要政策と位置付け

るのであれば、特定不妊治療に対す

る支援の他に、自治体の支援対象で

ある一般不妊治療に対しても、国に

よる積極的な経済的支援が求められ

よう。 

補助申請者へ制度についてのアンケート

（補助対象とする治療の範囲、補助対象額な

ど）を行い、事業内容を見直すとともに成果

の把握や効果などを検証しながら、引き続き

子どもを産み育てやすい環境づくりを行い

ます。 

受給者（補助申請者）への追跡調査の実施

については、受給者以外の住民への理解を得

ることも一論かと思われます。 

しかし、不妊治療対象者は、身体的精神的

にも負担がかかることが多く、追跡調査を行

うことで、より一層、過度の負担がかかる恐

れがあるため、追跡調査の実施は、慎重に行

う必要があると考えます。 

 

【具体的な取組】 

・補助申請者へ制度についてのアンケートを

実施 
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３ 

他自治体に見られるような所得制

限をという意見もあったが、それが

ないというのが東浦町の事業の特徴

であり、知多半島地域での自治体で

も特に素晴らしいものといえそう

だ。内閣府の高齢社会白書によれば、

合計特殊出生率の減少は世界的状況

であり、福祉国家、高負担国家、女

性活躍国家として多様な子育て支援

策を進めていることで知られる北欧

諸国でも 1.7 から 1.9 程度、フラン

スも 2014 年には２を若干下回って

きた。まち・ひと・しごと創生総合

戦略を進める中で、東浦町としても

できることはすべて進めることが必

要との観点である。ただ、公費を使

う以上、何らかの形で報告を求める

ことができないかとの議論があっ

た。個人的な問題であり繊細な事柄

であるが故に、これまで対応されて

こなかったことは理解できるが、母

子手帳交付以外のより正確な成果報

告が欲しい。検討の必要が認められ

る。 

補助申請者へ制度についてのアンケート

（補助対象とする治療の範囲、補助対象額な

ど）を行い、事業内容を見直すとともに成果

の把握や効果などを検証しながら、引き続き

子どもを産み育てやすい環境づくりを行い

ます。 

 

【具体的な取組】 

・補助申請者へ制度についてのアンケートを

実施 

 

 


